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逆風に立つ一村一品運動

一零細だが文化遺産として継続一

一村一品運動の広がり

昭和54年4月28日大分県知事平松守彦氏の知事就任の

日である。そして同年11月30日47の町村長の集りである

県政振興懇話会の席上， r一村-一品運動」なるものが提

唱され， r自分の町，自分の村の顔となる特産品で，こ

れなら全国的な評価にもたえるという産品を掘りおこそ

う，そして，その特産品をテーマとして，時聞がかかっ

てもいいから，地域に適した新しい産品を開発して，村

づくりを進めて欲しい」という知事の村づくりに対する

切実な願いがきっかけとなってすでに 6年が経過した。

50年代の初頭から低成長の持続，行政側の深刻な財源

難，行革論の台頭，そして民間活力の導入が叫けばれ，

「地方の時代」に対する考え方が爆発的人気を呼んだこ

ともあってか，通産省も大分県の「一村一品運動」をモ

デルに全国一斉に u町興し，村興しH 運動に乗り出すな

ど，とかく大企業寄り，大規模事業中心主義と批判され

がちだった同省も進む一方の過疎化に歯止めをかける運

動を提唱し，本運動の輪は全国的広がりを見せるに至っ

。
た

地方試練の到来

l全国には2，864市町村がある。このうち約40%1，091町

村が過疎地域で若者や働き手が大都市に流出，活力を失

いがちで深刻な問題となっている。

大分県が「一村一品運動」を提唱し始めた50年代初め

は「地方の時代Jr地方が豊かになる時代Jr地方が独

り立ちする時代」を目指す時期であった。自治体は物と

カネを集め，中央に負けない地域づくりに精を出すこと

によって過疎に歯止めをかける所謂日磁場H づくりの発

想が平松知事等によってアピーノレされたが，その実態は

どうであろうか。 r地方の時代」は今や「地方試練」の

時代を迎九た。

去る 2月9日発表の全国市町村の59年度決算概要(普

通会計〉が発表された。それによると58年度に比べ，歳

入で 2.6% 増，歳出でも 2.8%~増と低い伸び率にとどま
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がそれぞれ二年連続して前年度より減少したことなどが

理由となっている。

県民所得は国民所得の82%

一方，大分県の県民所得はどうであろうか， 58年度の

県民経済計算〈県民所得統計〉結果 (60年10月28日発

表〉を見てみると，県内総生産額は 2兆3千4百44億円

に達し，前年度より千 2百84億円増加した。経済成長率

に直すと名目で， 5.9%，物価上昇分を差し引いた実質

成長率では， 5.1%となり， 55年度以降では初めて国の

成長率〈名目 4.2%，実質 3.9%) を大幅に上回った。

しかし，一人当たり県民所得は 150万7千円で前年比

3.8%':増。国民所得より 33万1千円低く，国民所得の82

%にとどまっている。所得格差は拡大こそしていないも

のの，過去4年間，国民所得との差は18%台でほぼ横パ

イ状態。ここで所得格差の解消が掛け芦ほどには進んで

いない実績が浮き彫りになっている。
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り，前年度に引き続き超緊縮型の決算となっている。こ 県内総生産が増加した最大の要因は，輸出の回復と輸

れは地方税の伸び率が前年度の増加率を下回ったほか， 入原材-料の低下で製造業の生産出荷が大幅に伸びたこと

国の公共事業抑制などの影響で国庫支出金や地方交付税 による。半面個人消費や住宅投資の低迷で卸，小売業や
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建設業などは振るわず，業種間の明暗が際立つてし、る。

大分県農業の実態(九~11117 位〉

中でも「一村一品運動」の表舞台である大分県農業の

実態はどうであろうか。 59年 (1月'"'-'12月〉の農業組生

産額は 1千8百34億3千2百万円で前年 (58年〉を 5%

上回る史上最高を記録した。これは過去最高であった58

年より86億8千6百万円伸びて初めて 1千8百億円を突

破した。それは米麦が豊作だったのに加えて，温州、|ミカ

ンが不作ながらも価格が高騰したのが主な要因。しかし

粗生額が史上最高を記録したとはいえ，九州内の順位

は，それまで、三年間続いた 5位から再び最下位の 7位に

落ちた。

粗生産額を部門別にみると耕種部門ではコメカリ百79

億 5千 5百万円で前年より11.8%増。好気象に恵まれて

豊作〈作況指数107)だったうえに生産者米価が2.2%ア

ップしたことによる。同じく大豊作だった麦は67億7千

7百万円と前年実績より20.7%の大幅増となった。野菜

は生産量は増えたものの価格が夏秋ものから暴落に転じ

て，前年を 5.9%下回る 197億 5千5百万円にとどまっ

た。果実は前年より11.8%増の 226億4千7百万円とな

と 科 学 第三種郵便物認可 (5) 

った。これは温州みかんなどが冬の寒波に襲われたう

え，裏年で凶作であったため価格が通常の 2倍近くに高

騰したことが粗生額アップに寄与した。また大分県特産

の一つである七島イの生産減と葉タバコの減収で工芸作

物は前年より6.7%ダウンして86億3千9百万円だった。

養蚕では前年を13.5%下回る 9億 6千8百万円，畜産

部門で、は生産振興に力が入れられている肉用牛は 167億

2千2百万円。子牛生産頭数，肉牛出荷頭数は前年を上

回ったが，価格が思わしくなく組生産額は1.6%減った。

乳牛は生産量増にともない前年より 4%増えて66億3千

6百万円。豚は出荷頭数，価格ともに前年を下回ったこ

とから 143億 5千3百万円と 3.8%の減。鶏は鶏卵の生

産量がやや増え，ブロイラーも大きく増えたことから前

年より 9.6%伸びて 1661億 4千8百万円となった。

加工農産物はお茶が冬の寒波の影響で、減り，畳表も大

幅に減少したことから10億 3百万円と前年を15.7%を下

回った。

九州他県との比較では，大分県は佐賀，長崎両県と下

位を争っており， 56年から58年まで大分が5位をキープ

していたが59年は55年に次いで再び最下位に転落して終

第 2-1表地域別・業種別調査対象事業所数及び回答事業所数
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った。 所の地域別，業種別の内訳は第 2-1表の通りである。

一村一品農産加工が半数を占める 調査事業所は本表から判るように中央地区(大分市，

次に1.5次産品(農産加工品〉についてふれて見た 臼杵市，津久見市，大分郡，北海部郡〉が最も多く，全

い。昭和59年10月.-v1l月にかけて大分県一村一品販路対 体の26.4%を占め，次いで県北(中津市，宇佐市，豊後

策研究会がまとめた「県産品の版路対策の基本方向につ 高田市，西国東郡，宇佐郡，下毛郡〉の23.8%となって

いて」検討資料内容を紹介すると， 680事業所を対象に， いる。

製造及び販売の現況，問題点，ニーズ等を調査した。調 業種別事業所数は第 2-1表から明らかなように，農

査回答事業所数412事業所(回収率60.59%)，回答事業 産加工が 1位で49.8%を占め，第 2位は水産加工で12.6

5千万円以上
1億円未満
(2.4) 

5百万円以上一
1千万円未~1H\j

(10.7) 

第 2-1図経営形態

第 2-2図資 本 金
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%となり，その他の業種は，いずれも10%以下である。

食品部門と工芸部門に大別すれば食品部門に属する事業

所が70.6%と多数を占めている。

経営形態を見ると，第 2-1図のように，個人経営が

食品部門で34.7%，工芸部門で60.3%と特に工芸品の方

が多く，比較的零細な手工芸品生産が多いことをうかが

わせる。反対に株式会社形態の事業所は全体でも81社の

19.7%に過ぎない。

第 2-3図従

と 科 学 第三種郵便物認可 (7) 

が目立つ。

従業員数は第 2-3図からわかるように， 3人以下の

極小規模の事業所が，工芸品では43%と半数に近い。 10

人未満の事業を合計すると，食品で58.7%，工芸品で70

%に達する。

運動で製品増加

最後にこれらの事業所が創業されたのはいつか，とく

に1.5次産品をはじめとする県産品が生産開始された時

業 員 数

50~99 人(1 .7)

100人以J-_
(2.5) 

次に資本金別規模を見ると第 2-2図のように食品， 期は第 2-6図および第 2-7図のように，戦前(昭和

工芸品とも 100万円以上500万円未満が第 1位である。 20年以前〉と，戦後から高度成長にかけて〈昭和21年40

資本金 100万円未満の零細規模のものも 5分の l近くあ 年〉が多くなっている。しかし「一村一品運動」が始ま

り，とくに工芸部門で小規模の事業所の割合が大きいの った昭和55年以降も短い期間の割には，かなりの製品が

第 2-6 表創業年 第 2-7図生産開始時期
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生産開始され，一村一品運動の一定の評価と浸透度を窺

い知ることができる。

以上の生産実態から食品関係の年間生産額を第 3-1

でみると， .3千万円未満が59.9%である白白しかし一方，

焼酎，清酒，味噌，醤油などの伝統的食品は，生産額が

10億円を上回る企業も10数社存在する。農産加工品，水

産加工品を生産する事業所の生産額は，比較的大きい。

その反面，畜産加工および林産加工品の事業所の年間

生産額は，小さいところが多い。特に林産加工品では，

生産額が 3千万円未満の事業所が77.8%を占めており，

小規模事業所が多いことが判る。

文化遺産継承で発展を

以上「一村一品運動」が全国的にさわがれる程，地域

第3-1図年間生産額

と 科 学(毎月 1日発行〉昭和61年 5月1日第 350号

経済の活性化に役立っていないことが判る。そしていつ

の聞にか「一村一品商品」が気がついたときには不況の

局面に立ちすくんでいるように見えるけれど.，風土の中

に芽生えたアイデンテイテイを犬切に，一つの文化遺産

として後世に継承発展させてこそ真の一村一品運動であ

る。勿論民間の資金であるから， リターンのないところ

に投資は生れない。だが地方に住むわれわれにとって

は，地域経済の確立以外に生きる道はない。情報化，都、

市化がすすむ中で，地方経済の足腰を強くし，村や町が

都会に勝るとも劣らない知恵と工夫をこらして力強く生

きる以外に手はない。

第 3-2図生産開始時期
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